
3－14　災害救助法の適用計画
3－14－1 災害救助法による救助の種類，程度，期間等

救助の
種類

期間

避難所
の設置

災害発生の
日から7日
以内

応急仮
設住宅
の供与

災害発生の
日から20日
以内着工

炊出し
その他
による
食品の
給与

災害発生の
日から7日
以内

飲料水
の供給

災害発生の
日から7日
以内

災害発生の
日から10日
以内

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人世帯
6人以上1人増
す毎に加算

夏 17,500 22,600 33,300 39,900 50,500 7,400

冬 29,000 37,500 52,300 61,300 77,000 10,500

夏 5,700 7,700 11,600 14,000 17,700 2,400

冬 9,200 12,200 17,100 20,300 25,800 3,300

現に飲料水を得ることがで
きない者（飲料水及び炊事
のための水であること。）

当該地域における通常
の実費

輸送費，人件費は別途計上

災害により現に被害を受
け，又は受けるおそれのあ
る者を収容する。

（基本額）
避難所設置費1人1日当
たり300円以内
(加算額）
冬季　別に定める額を
加算
高齢者等の要援護者等
を収容する「福祉避難
所」を設置した場合，
当該地域における通常
の実費を支出でき，上
記を超える額を加算で
きる。

1　高齢者等の要援護者等
を数人以上収容する「福祉
仮設住宅」を設置できる。
2　供与期間
最高2年以内

1　避難所に収容された者
2　全半壊（焼），流失，
床上浸水で炊事できない者
3　床上浸水で自宅におい
て自炊不可能な者

1　1人1日当たり1,010
円以内
2　被災地から縁故先
（遠隔地）等に一時避
難する場合3日分支給可
（大人，小人の差別な
し）

食品給与のための総経費を
延給食日数で除した金額が
限度額以内であればよい。
（1食は1／3日）

（平成21年4月1日現在）

区分

1　費用は，避難所の設
置，維持及び管理のための
賃金職員雇上費，消耗器材
費，建物等の使用謝金，借
上費又は購入費，光熱水費
並びに仮設便所等の設置費
を含む。
2　避難に当たっての輸送
費は別途計上

全半壊（焼），流失，床上
浸水等により，生活上必要
な被服，寝具，その他生活
必需品を喪失，又は毀損
し，直ちに日常生活を営む
ことが困難な者

対象 費用の限度額 備考

住家が全壊，全焼又は流失
し，居住する住家がない者
であって，自らの資力では
住宅を得ることができない
者

1　規格1戸当たり平均
29.7㎡（9坪）を基準と
する。
2　限度額1戸当たり
2,404,000円以内
3　同一敷地内等に概ね
50戸以上設置した場合
は，集会等に利用する
ための施設を設置でき
る。（規模，費用は別
に定めるところによ
る）

1　夏期（4月～9月）冬
期（10月～3月）の季別
は災害発生の日をもっ
て決定する。
2　下記金額の範囲内

1　備蓄物資の価格は年度
当初の評価額
2　現物給付に限ること

全壊
全焼
流失

半壊
半焼
床上
浸水

被服，
寝具そ
の他生
活必需
品の給
与又は
貸与
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医療 災害発生の
日から14日
以内

助産 分べんした
日から7日
以内

災害に
かかっ
た者の
救出

災害発生の
日から3日
以内

災害に
かかっ
た住宅
の応急
修理

災害発生の
日から1月
以内

生業に
必要な
資金の
貸与

災害発生の
日から1月
以内

学用品
の給与

災害発生の
日から（教
科書）1カ
月以内（文
房具及び通
学用品）
15日以内

埋葬 災害発生の
日から10日
以内

医療の途を失った者（応急
的処置）

1　救護班…使用した薬
剤，治療材料，医療器
具破損等の実費
2　病院又は診療所…社
会保険診療報酬の額以
内
3　施術者…協定料金の
額以内

患者等の移送費は，別途計
上

1　救護班等による場合
は，使用した衛生材料
等の実費
2　助産師による場合
は，慣行料金の100分の
80以内の額

妊婦等の移送費は，別途計
上

1　現に生命，身体が危険
な状態にある者
2　生死不明な状 態にある
者

当該地域における通常
の実費

1　期間内に生死が明らか
にならない場合は，以後
「死体の捜索」として取り
扱う。
2　輸送費，人件費は，別
途計上

1　住宅が半壊（焼）し，
自らの資力では応急修理を
することができない者
2　大規模な補修を行わな
ければ居住することが困難
である程度に住家が半壊し
た者

1　住家が全壊，全焼又は
流出し，生業の手段を失っ
た世帯
2　生業を営むために必要
な機材，器具又は資材等を
購入するための費用に充て
るものであって，生業の見
込みの確実な具体的計画が
あり，償還能力のある者

住家の全壊（焼），流失，
半壊（焼），又は床上浸水
により学用品を喪失又は毀
損し，就学上支障のある小
学校児童及び中学校生徒
（特別支援学校の小学部児
童及び中学部生徒も含
む。）及び高等学校等生徒
（高等学校（定時制及び通
信制を含む。），中等教育
学校の後期課程，特別支援
学校の高等部，高等専門学
校，専修学校及び各種学校
の生徒）

災害発生の日以前又は以後
7日以内に分べんした者で
あって災害のため助産の途
を失った者（出産のみなら
ず，死産及び流産を含み現
に助産を要する状態にある
者）

居室，炊事場及び便所
等日常生活に必要最小
限度の部分
1世帯当たり
520,000円以内

1　生業費
1件当たり 30,000円
2　就職支度費
1件当たり 15,000円

1　教科書及び教科書以
外の教材で教育委員会
に届出又はその承認を
受けて使用している教
材実費
2　文房具及び通学用品
は，1人当たり金額以内
小学校児童 4,100円
中学校生徒 4,400円
高等学校等生徒 4,800
円

1　貸与期間
2年以内
2　利子
無利子

1　備蓄物資は評価額
2　入進学時の場合は個々
の実情に応じて支給する。

災害の際死亡した者を対象
にして実際に埋葬を実施す
る者に支給

1体当たり
大人（12歳以上）
199,000円以内
小人（12歳未満）
159,200円以内

災害発生の日以前に死亡し
た者であっても対象とな
る。
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死体の
捜索

災害発生の
日から10日
以内

死体の
処埋

災害発生の
日から10日
以内

障害物
の除去

災害発生の
日から10日
以内

輸送費
及び貸
金職員
等雇上
費

救助の実施
が認められ
る期間以内

実費弁
償

救助の実施
が認められ
る期間以内

行方不明の状態にあり，か
つ，四囲の事情によりすで
に死亡していると推定され
る者

当該地域における通常
の実費

1　輸送費，人件費は，別
途計上
2　災害発生後3日を経過し
たものは一応死亡した者と
推定している。

災事の際死亡した者につい
て，死体に関する処理（埋
葬を除く。）をする。

（洗浄，消毒等）
1体当たり3,300円以内
（一時保存）
・既存建物借上費
通常の実費
・既存建物以外
1体当たり5,000円以内
（検索）
救護班以外は慣行料金

1　検索は原則として救護
班
2　輸送費，人件費は別途
計上
3　死体の一時保存にドラ
イアイスの購入費等が必要
な場合は当該地域における
通常の実費を加算できる。

居室，炊事場，玄関等に障
害物が運びこまれているた
め生活に支障を来している
場合で自力では除去するこ
とのできない者

1世帯当たり137,500円
以内

災害救助法施行令第10条第
５号から第10号に規定する
者

当該地域における慣行
料金による実支出額に
100分の３を加算した額
以内
　土木業者又は建築業
者及びこれらの者の従
業者鉄道事業者及びそ
の従業者軌道経営者及
びその従業者自動車運
送事業及びその従業者
船舶運送業者及びその
従業者港湾運送業者及
びその従業者

1　被災者の避難
2　医療及び助産
3　被災者の救出
4　飲料水の供給
5　死体の捜索
6　死体の処理
7　救済用物資の整理配分

当該地域における通常
の実費

災害救助法施行令第10条第
1号から第4号までに規定す
る者

1人1日当たり
医師，歯科医師 17,400
円以内
薬剤師 11,900円以内
保健師，助産師及び看
護師 11,400円以内
土木技術者及び建築技
術者 17,200円以内
大工，左官及びとび職
20,700円以内

時間外勤務手当及び旅費は
別途に定める額
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○ 災害救助法による救助の実施について（抜粋） 

昭和 40 年５月 11 日社施第９９号  

各都道府県知事宛厚生省社会局長通知  

 

改正 昭和 42 年７月８日社施第 168 号    

昭和 44 年２月 26 日社施第 21 号    

昭和 47 年１月 14 日社施第３号     

平成９年６月 30 日社援保第 120 号   

平成 12 年３月 31 日社援第 867 号    

平成 13 年７月 25 日社援発第 1286 号   

 

 

今般「災害救助費の国庫負担について（昭和」40 年５月 11 日厚生省社第 163 号厚生事務

次官通知。以下「交付要綱」という。）が通知されたところであるが、災害救助法による救

助の実施については、法令及び交付要綱によるほか次の要領によって取り扱い、円滑な救

助の実施について遺憾のないようにされたく通知する。 

 

第１ 災害救助法による救助の実施の要件に関する事項 

災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号。以下「法」という。）第２条及び災害救助法施

行令（昭和 22 年政令第 225 号。以下「令」という。）第１条に定める救助の実施要件に

ついては次の点に留意すること。 

１ 災害の認定 

(1) 総則 

ア 法の適用は、市町村（特別区を含む。）を単位として指定するものであること。 

この場合において、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 19 第１項の

指定都市にあっては、当該市又は当該市の区を単位とすることができること。 

イ 災害は、原則として同一原因によるものを単位とすること。ただし、同時又は相

接近して異なる原因による災害が発生した場合、必要があると認められるときは、

これらの災害を一の災害とみなして認定してさしつかえないこと。 

ウ 法の適用に当たっては、必要に応じ社会・援護局長に対し技術的助言を求められ

たいこと。 

(2)～(4) ［略］ 

２ ［略］ 

 

第２～第４ ［略］ 

 

第５ 救助の程度、方法及び期間に関する事項 

救助の程度、方法及び期間については、令第９条第１項の規定に基づき、災害救助法
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による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準（平成 12 年３月 31 日厚生省告

示第 144 号。以下「告示」という。）に従い都道府県知事が定めているところであるが、

その実施にあたっては、次の点に留意されたいこと。 

１ 救助の実施時期 

法による救助は一般的には、災害発生の日に開始されることとなるが、雪又は長雨等

で被害が漸増し、一定日時を経た後初めて法の適用基準に達した場合は、法の適用基準

に達し、現に救助を必要とする状態となった日をもって災害発生の日とみなしてとりあ

つかってさしつかえないこと。 

２ 救助の種類別留意事項 

(1)～(3) ［略］ 

(4) 医療及び助産 

ア 救護班は、都道府県立又は市町村立の病院、診療所、日本赤十字社等の医師、薬

剤師及び看護婦等により編成した者であること。 

ただし、これにより十分な要員の確保が困難な場合は、その他の医療機関から雇

い上げ、或いは、法第 24 条の規定による従事命令により医師、薬剤師及び看護婦等

を確保してさしつかえないこと。 

イ 救護班の一員として、医師、薬剤師、看護婦、事務員、運転手等を医療業務に従

事させた場合の費用については、次により取り扱うこと。 

(ア) 国又は地方公共団体に勤務する者は、旅費及び時間外勤務手当等の費用につ

いて事務費として整理すること。 

(イ) 日本赤十字社職員等は、法第 34 条の規定により委託費用として日本赤十字社

に対し補償すること。 

(ウ) 法第 24 条の規定により従事命令を受けた医師、薬剤師及び看護婦等は、同条

第５項の規定により、その実費を弁償すること。 

(エ) その他の者は、賃金職員等雇上費で取り扱うこと。 

ウ 法による医療は、原則として救護班で対応すること。重篤な救急患者等を病院又

は診療所に移送して医療を行った場合には、その移送に要した費用を応急救助のた

めの輸送費とすること。 

(5) ［以下 略］ 
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災害救助法を適用して行う医療に対し支出できる費用等について 

 

(H23.4 医療推進課地域医療推進担当) 

 

１ 支出できる費用 

災害救助法を適用して行う医療は、原則として、救護班による応急的な医療及び患

者の輸送に限られ、支出できる費用は基準告示で定める次のものに限られている。 

 

ア 薬剤、治療材料及び破損した医療器具の修繕費等 

イ 応急救助のための患者輸送費 

 

なお、真にやむを得ない場合は、病院における応急医療に限り、診療報酬の額の範

囲内で支出できる費用として認められている。（例外的措置） 

 

２ 実費弁償 

  応急的医療の業務に従事した者に係る次の費用について、実費弁償を行うこととさ

れている。 

  ア 日 当 

  イ 超過勤務手当 

  ウ 旅 費 

 

３ 扶助金 

  知事の従事命令を受けた医師等が業務に従事したため負傷等をした場合には、扶助

金が支給される。 

  なお、雇上げした者が負傷等をした場合には、扶助金の支給対象とはならない。 

 

【応急医療の実施者別の支出できる費用等】 

 

区  分 支出できる費用 実費弁償 
負傷等した 

場合の扶助金 
摘  要 

国、地方公共団体 ア 薬剤、治療材料

及び破損した医療

器具の修繕費等 

 

イ 応急救助のため

の患者輸送費 

職員の旅費、超過

勤務手当等 

－ 救助事務費 

日本赤十字社 － 救助委託費 

指定地方公共機関 

（県医師会） 旅費、日当及び超

過勤務手当等 

救助費支給不可 

※県条例の規定に準

じて支給（同条件） 

賃金職員雇上費 

≒県による雇上げ 

従事命令（個人） 救助費で支給  
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                          事 務 連 絡 

平成 23 年４月１日 

 

 

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課  

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）    御中 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課( 部) 

 

 

厚生労働省保険局医療課   

 

 

東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震に 

関連する診療報酬の取扱いについて 

 

 

 今般、東北地方太平洋沖地震及び長野県北部の地震に関連する診療報酬の

取扱いについて、別添のとおり取りまとめたので、送付いたします。 
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Ⅰ．被災地（災害救助法の適用対象市町村（東京都を除く。）をいう。以下同

じ。） 

 

問１ 日本赤十字社の救護班、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）やＪＭＡＴ（日

本医師会による災害医療チーム）などボランティアにより避難所や救護所

等で行われている診療について、保険診療として取り扱うことは可能か。

また、それら診療について一部負担金を患者から徴取してはならないか。

（答） 
  都道府県知事の要請に基づき、日本赤十字社の救護班やＤＭＡＴ、ＪＭＡ

Ｔなど、ボランティアが避難所等で行った医療に係る経費については、 
① 薬剤、治療材料等の実費 
② 救助のための輸送費や日当・旅費等の実費 

などを災害救助法の補助対象としており、これを保険診療として取り扱うこ

とはできない。したがって保険診療としての一部負担金を患者に求めること

はできない。 

 

問２ 保険医療機関の建物が全半壊等し、これに代替する仮設の建物等とし

て、臨時診療所等を設置した場合、保険診療等を行うことは可能か。 

（答） 
  保険医療機関及び保険薬局等の建物が全半壊等し、これに代替する仮設の

建物等（以下「仮設医療機関等」という。）において診療又は調剤等を行う場

合、当該仮設医療機関等と全半壊等した保険医療機関等との間に、場所的近

接性及び診療体制等から保険医療機関等としての継続性が認められる場合に

ついては、当該診療等を保険診療又は保険調剤等として取り扱って差し支え

ない。 
  この場合、代替する仮設の建物において診療、調剤等を行っている旨、速

やかに厚生局に連絡すること。 

 

問３ 被災地の保険医療機関の医師等が、各避難所等を自発的に巡回し、診療

を行った場合、保険診療として取り扱うのか。 

（答） 
  保険診療として取り扱うことはできない。（災害救助法の適用となる医療に

ついては、県市町村に費用を請求する。なお、当該費用の請求方法について

は、県市町村に確認されたい。） 
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問４ 被災地の保険医療機関の医師等が各避難所等を自発的に巡回し診療を

行っている際に、訪れた避難所等において偶然、普段外来にて診療してい

る患者の診察、処方等を行った場合は、保険診療として取り扱うのか。 

（答） 
  保険診療として取り扱うことはできない。（災害救助法の適用となる医療に

ついては、県市町村に費用を請求する。なお、当該費用の請求方法について

は、県市町村に確認されたい。） 

 

問５ 避難所や救護所等において診察を受けて発行された処方せんによる調

剤は、どのような取扱いになるか。 

（答） 

保険調剤として取り扱うことはできない。（災害救助法の適用となる医療

については、県市町村に費用を請求する。なお、当該費用の請求方法につい

ては、県市町村に確認されたい。） 

 

問６ 保険診療による処方せんとはどのように区別したらよいか。 

（答） 

災害により避難所や救護所等において発行された処方せんについては、当

該処方せんに「 災 」と記されている場合もあるが、災害救助法の適用が明

らかな場合は保険診療としては取り扱われないので、処方せんの交付を受け

た場所を患者に確認するなど留意されたい。 

 

問７ 被災地の保険医療機関の医師等が、避難所に居住する疾病、傷病のため

に通院による療養が困難な患者に対して、当該患者が避難所にある程度継

続して居住している場合に、定期的な診療が必要と判断され、患者の同意

を得て継続的に避難所を訪問して診察を行った場合に、訪問診療料（歯科

診療にあっては、歯科訪問診療料）は算定できるか。 

（答） 
算定できる。 
なお、疾病、傷病から通院による療養が可能と判断される患者に対して訪

問診療料（歯科訪問診療料）は算定できない。 
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問８ 問７において、同じ避難所等に居住する複数人に同一日に訪問診療を行

う場合、「同一建物居住者」の取扱いとするか、「同一建物居住者以外」の

取扱いとするか。同様に同じ避難所等に居住する複数人に同一日に同じ訪

問看護ステーションから訪問看護を行う場合はどうか。 

（答） 
いずれも、同一建物居住者の取扱いとする。 
なお、医科の場合にあっては、避難所等において、同一世帯の複数の患者

に診察をした場合は、「同一建物居住者」の取扱いではなく、１人目は「同一

建物居住者以外の場合」を算定し、２人目以降の患者については、初診料又

は再診料若しくは外来診療料及び特掲診療料のみを算定すること。 

 

問９ 避難所等に居住する患者であって、定期的に外来における診療を受けて

いる者からの求めに応じて、当該外来による診療を行っている被災地の保

険医療機関の医師等が避難所等に往診を行った場合、往診料は算定できる

か。 

（答） 
患者が避難所等にある程度継続して居住している場合には、避難所に居住

している患者であって、定期的に外来による診療を受けている者からの求め

があり、当該外来による診療を行っている被災地の保険医療機関の医師等が

避難所等に赴き診療を行った場合には、往診料を算定できる。ただし、２人

目以降については、往診料は算定できず、再診料の算定となる。（通常の往診

料と同じ取扱い） 

 

問１０ 被災地の保険医療機関が、災害等やむを得ない事情により、医療法上

の許可病床数を超過して入院させた場合などは、どの入院基本料、特定入

院料を算定するのか。 

（答） 
  当面の間、以下の取扱いとする。 

 
＜原則＞ 

実際に入院した病棟（病室）の入院基本料・特定入院料を算定する。 

 
＜会議室等病棟以外に入院の場合＞ 

速やかに入院すべき病棟へ入院させることを原則とするが、必要とされる

診療が行われている場合に限り、当該医療機関が届出を行っている入院基本

料のうち、当該患者が入院すべき病棟の入院基本料を算定する。 
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この場合、当該患者の状態に応じてどのような診療や看護が行われている

か確認できるよう、具体的に診療録、看護記録等に記録する。 
なお、単なる避難所としての利用の場合は算定できない（災害救助法の適

用となる医療については、県市町村に費用を請求する。なお、当該費用の請

求方法については、県市町村に確認されたい。） 

 
＜医療法上、本来入院できない病棟に入院（精神病棟に精神疾患ではない患

者が入院した場合など）又は診療報酬上の施設基準の要件を満たさない患者

が入院（回復期リハビリテーション病棟に施設基準の要件を満たさない患者

が入院した場合など）した場合＞ 
○ 入院基本料を算定する病棟の場合  

入院した病棟の入院基本料を算定する（精神病棟に入院の場合は精神病棟

入院基本料を算定。）。 
ただし、結核病棟については、結核病棟入院基本料の注３の規定にかかわ

らず、結核病棟入院基本料を算定する。 

 
○ 特定入院料を算定する病棟の場合 

医療法上の病床種別と当該特定入院料が施設基準上求めている看護配置に

より、算定する入院基本料を判断すること（一般病床の回復期リハビリテー

ション病棟に入院の場合は 15 対１の看護配置を求めていることから、15 対

１一般病棟入院基本料を算定。）。 

 

問１１ 被災地の保険医療機関において、被災地の他の保険医療機関が災害等

の事情により診療の継続が困難となり、当該他の保険医療機関から転院の

受け入れを行った場合に、平均在院日数はどのように算定するのか。また、

平均在院日数が入院基本料等の施設基準を超えた場合、特別入院基本料を

算定するのか。 

（答） 
医療法上の許可病床数を超過して入院させた場合を含め、当該他の医療機

関から転院させた患者を含めて平均在院日数を算定する。ただし、平均在院

日数が入院基本料等の施設基準を超えた場合であっても、当面の間、特別入

院基本料の算定は行わないものとする。 
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問１２ 被災地の保険医療機関において災害等やむを得ない事情により、特定

入院料の届出を行っている病棟に診療報酬上の要件を満たさない状態の患

者が入院（例えば回復期リハビリテーション病棟に回復期リハビリテーシ

ョンを要する状態ではない患者が入院した場合など）した場合に、特定入

院料等に規定する施設基準の要件についてどのように考えればよいか。 

（答） 
  被災地の保険医療機関において、災害等やむを得ない事情により、特定入

院料の届出を行っている病棟に診療報酬上の要件を満たさない状態の患者が

入院（例えば回復期リハビリテーション病棟に回復期リハビリテーションを

要する状態ではない患者が入院した場合など）した場合には、当面の間、当

該患者を除いて施設基準の要件を満たすか否か判断する。 

 

問１３被災地の保険医療機関において、被災地の他の保険医療機関が災害等

の事情により診療の継続が困難となり、当該他の保険医療機関から転院の

受け入れを行った場合に入院の日はどのように取り扱うのか。 

（答） 
当面の間、他の保険医療機関が当該保険医療機関と特別の関係にあるか否

かにかかわらず、当該保険医療機関に入院した日を入院の日とする。 

 

問１４ 被災地の保険医療機関において、通常外来診察を行っている患者に訪

問診療を行った場合に、訪問診療料（歯科診療にあっては、歯科訪問診療

料）は算定できるか。 

（答） 
居宅で療養を行っており、疾病、傷病のために通院による療養が困難なも

のに対しては訪問診療料（歯科訪問診療料）を算定できるが、疾病、傷病か

ら通院による療養が可能と判断されるものに対しては、訪問診療料（歯科訪

問診療料）の算定はできない。（通常の訪問診療料等の規定のとおり） 
 

問１５ 問７、８及び１４に関し、保険薬剤師が避難所又は居宅を訪問し、薬

学的管理及び指導を行った場合、在宅患者訪問薬剤管理指導料は算定できる

か。 

（答） 

問７、８及び１４における訪問診療料等の算定に係る扱いと同様である。 
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問１６ 被災地以外の都道府県で登録した保険医が、被災地の保険医療機関で

診療を行った場合、保険請求可能か。 

（答） 
  被災地以外の都道府県で登録した保険医が被災地の保険医療機関で行った

場合には、被災地において、当該保険医が保険診療に従事する被災地の保険

医療機関から診療報酬の請求が行われることになる。 

 
Ⅱ．被災地以外 

問１７ 被災地以外の保険医療機関において、被災地の保険医療機関が災害等

の事情により診療の継続が困難となり、当該被災地の保険医療機関から、

医療法上の許可病床数を超過して転院の受け入れを行った場合などに、ど

の入院基本料、特定入院料を算定するのか。 

（答） 
  当面の間、以下の取扱いとする。 

 
＜原則＞ 

実際に入院した病棟（病室）の入院基本料・特定入院料を算定する。 

 
＜医療法上、本来入院できない病棟に入院（精神病棟に精神疾患ではない患

者が入院した場合など）又は診療報酬上の施設基準の要件を満たさない患者

が入院（回復期リハビリテーション病棟に施設基準の要件を満たさない患者

が入院した場合など）した場合＞ 
○ 入院基本料を算定する病棟の場合  

入院した病棟の入院基本料を算定する（精神病棟に入院の場合は精神病棟

入院基本料を算定。）。 
ただし、結核病棟については、結核病棟入院基本料の注３の規定にかかわ

らず、結核病棟入院基本料を算定する。 

 
○ 特定入院料を算定する病棟の場合 

医療法上の病床種別と当該特定入院料が施設基準上求めている看護配置に

より、算定する入院基本料を判断すること（一般病床の回復期リハビリテー

ション病棟に入院の場合は 15 対１の看護配置を求めていることから、15 対

１一般病棟入院基本料を算定。）。 

 
 
 

- 130 -



 
 

問１８ 被災地以外の保険医療機関において、被災地の保険医療機関が災害等

の事情により診療の継続が困難となり、当該被災地の保険医療機関から医

療法上の許可病床数を超過して転院の受け入れを行った場合に、平均在院

日数はどのように算定するのか。 

（答） 
被災地以外の保険医療機関において、被災地の保険医療機関が災害等の事

情により診療の継続が困難となり、当該被災地の保険医療機関から地震の発

生日以降に医療法上の許可病床数を超過するなどして転院の受け入れを行っ

た場合、当面の間、当該患者を除いて平均在院日数を算定する。 

 

問１９ 被災地以外の保険医療機関において、災害等やむを得ない事情によ

り、特定入院料の届出を行っている病棟に診療報酬上の要件を満たさない

状態の患者が入院（例えば回復期リハビリテーション病棟に回復期リハビ

リテーションを要する状態ではない患者が入院した場合など）した場合に、

特定入院料等に規定する施設基準の要件についてどのように考えればよい

か。 

（答） 
  被災地以外の保険医療機関において、災害等やむを得ない事情により、特

定入院料の届出を行っている病棟に診療報酬上の要件を満たさない状態の患

者が入院（例えば回復期リハビリテーション病棟に回復期リハビリテーショ

ンを要する状態ではない患者が入院した場合など）した場合には、当面の間、

当該患者を除いて施設基準の要件を満たすか否か判断する。 

 

問２０ 被災地以外の保険医療機関において、被災地の保険医療機関が災害等

の事情により診療の継続が困難となり、当該被災地の保険医療機関から転

院の受け入れを行った場合に入院の日はどのように取り扱うのか。 

（答） 
当面の間、被災地の保険医療機関が当該被災地以外の保険医療機関と特別

の関係にあるか否かにかかわらず、当該被災地以外の保険医療機関に入院し

た日を入院の日とする。 
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問２１ 被災地以外の保険医療機関において、被災地の介護施設、避難所等か

ら入所者等の受入を行った場合、入院基本料、特定入院料等は算定できる

か。 

（答） 
医学的判断に基づき入院が必要と判断された場合には算定できる。なお、

単なる避難所としての利用の場合は算定できない（災害救助法の適用となる

医療については、県市町村に費用を請求する。なお、当該費用の請求方法に

ついては、県市町村に確認されたい。） 

 
Ⅲ．その他 

問２２「有床義歯の取扱いについて」（昭和 56 年５月 29 日保険発第 44 号）

において、６カ月以内の再度の有床義歯の製作については、遠隔地への転

居のため通院が不能になった場合、急性の歯牙疾患のため喪失歯が異なっ

た場合等の特別な場合を除いて、前回有床義歯を製作してより６カ月以降

とする取扱いであるが、ここでいう特別な場合には、今般の東北地方太平

洋沖地震及び長野県北部の地震による被災に伴い有床義歯を滅失又は破損

した場合も該当するのか。 

（答） 
該当する。なお、この場合において、有床義歯を再製作するに当たって

は、診療録及び診療報酬明細書「摘要」欄に東北地方太平洋沖地震又は長

野県北部の地震による被災に伴う６カ月未満の有床義歯の再製作である旨

を記載すること。 
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平成２３年東北地方太平洋沖地震及び津波に係る歯科保健医療班の派遣計画について 

 

社団法人岩手県歯科医師会 

 

１ 活動内容 

平成２３年度東北地方太平洋沖地震の被災者を対象に、歯科疾患の重症化防止、咀嚼

機能の低下防止、呼吸器感染症の防止等を目的として応急歯科治療、口腔ケア、歯科健

診及び歯科相談等の口腔衛生に係る活動を行う。 

 

２ 派遣チーム 

（１）歯科医療・口腔ケア対策チーム ３班編成 

（第１班は歯科医師３名、歯科衛生士５名、歯科技工士１名の編成） 

（第２班は歯科医師３名、歯科衛生士３名、歯科技工士１名の編成） 

（第３班は歯科医師１名、歯科衛生士２名の編成） 

応急歯科治療、口腔ケア、歯科健診及び歯科相談等を実施する。 

（２）口腔ケア対策チーム ６班編成 

（１班につき歯科医師１名、歯科衛生士２名の編成予定） 

口腔ケア、簡単な歯科治療、歯科健診及び歯科相談等を実施する。 

 

３ 派遣期間 

（１）歯科医療・口腔ケア対策チーム 

平成２３年４月１日から平成２３年４月２８日まで（予定） 

（２）口腔ケア対策チーム 

平成２３年３月３０日から平成２３年５月３１日まで（予定） 

※ ニーズ、避難者数、歯科診療所の再開状況等に応じて期間を短縮又は延長する予定

あり。その際は、事前に岩手県保健福祉部医療推進課と協議する。 

 

４ 派遣地域 

（１）歯科医療・口腔ケア対策チーム 

大船渡市三陸町、陸前高田市、釜石市栗林町、大槌町、宮古市田老、山田町 

この地域の拠点救護所の中から、診療を再開している歯科医療施設が近くにない箇

所を巡回する。 

（２）口腔ケア対策チーム 

大船渡市、陸前高田市、釜石市、大槌町、宮古市、山田町 

この地域の拠点救護所を中心に、避難所全体を巡回する。一部の地域については地

区歯科医師会等と分担して巡回する。 

 

５ その他 

その他の被災地及び内陸部の避難所における口腔ケア対策は、地区歯科医師会等が担

当する。 
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派遣スケジュール予定 

（１）歯科医療・口腔ケア対策チーム 

①第１班（大船渡市三陸町、陸前高田市担当）※千葉県巡回歯科診療車他 

日 月 火 水 木 金 土 

     4/1 4/2 

     下矢作ｺﾐ 
 

14-16 

長部小学校 
10-12 
14-16 

4/3 4/4 4/5 4/6 4/7 4/8 4/9 

 花菱縫製 
10-12 
14-16 

広田小学校
10-12 
14-16 

モビリア
10-12 
14-16 

高寿園 
10-12 
14-16 

下矢作ｺﾐ 
10-12 
14-16 

長部小学校 
10-12 
14-16 

4/10 4/11 4/12 4/13 4/14 4/15 4/16 

 花菱縫製 
10-12 
14-16 

広田小学校
10-12 
14-16 

モビリア
10-12 
14-16 

高寿園 
10-12 
14-16 

下矢作ｺﾐ 
10-12 
14-16 

長部小学校 
10-12 
14-16 

4/17 4/18 4/19 4/20 4/21 4/22 4/23 

 花菱縫製 
10-12 
14-16 

広田小学校
10-12 
14-16 

モビリア
10-12 
14-16 

高寿園 
10-12 
14-16 

下矢作ｺﾐ 
10-12 
14-16 

長部小学校 
10-12 
14-16 

4/24 4/25 4/26 4/27 4/28 4/29 4/30 

 花菱縫製 
10-12 
14-16 

広田小学校
10-12 
14-16 

モビリア
10-12 
14-16 

高寿園 
10-12 
14-16 

  

※巡回歯科診療車配置場所及び診療時間 

②第２班（釜石市栗林町、大槌町、山田町担当）※愛知県歯科医師会巡回歯科診療車 

日 月 火 水 木 金 土 

     4/1 4/2 

     山田高校 
 

14-16 

山田病院 
10-12 
14-16 

4/3 4/4 4/5 4/6 4/7 4/8 4/9 

 陸中青少年の家 
10-12 

山田高校 
14-16 

大槌高校
10-12 
14-16 

吉里吉里小学校
10-12 
14-16 

栗林小学校
10-12 

大槌高校
14-16 

山田高校 
10-12 
14-16 

山田病院 
10-12 
14-16 

4/10 4/11 4/12 4/13 4/14 4/15 4/16 

 陸中青少年の家 
10-12 

山田高校 
14-16 

大槌高校
10-12 
14-16 

吉里吉里小学校
10-12 
14-16 

栗林小学校
10-12 

大槌高校
14-16 

山田高校 
10-12 
14-16 

山田病院 
10-12 
14-16 

4/17 4/18 4/19 4/20 4/21 4/22 4/23 

 陸中青少年の家 
10-12 

山田高校 
14-16 

大槌高校
10-12 
14-16 

吉里吉里小学校
10-12 
14-16 

栗林小学校
10-12 

大槌高校
14-16 

山田高校 
10-12 
14-16 

山田病院 
10-12 
14-16 

4/24 4/25 4/26 4/27 4/28 4/29 4/30 

 陸中青少年の家 
10-12 

山田高校 
14-16 

大槌高校
10-12 
14-16 

吉里吉里小学校
10-12 
14-16 

栗林小学校
10-12 

大槌高校
14-16 

  

※巡回歯科診療車配置場所及び診療時間 
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③第３班（宮古市田老担当）※岩泉町巡回歯科診療車 

日 月 火 水 木 金 土 

     4/1 4/2 

       
 
 

4/3 4/4 4/5 4/6 4/7 4/8 4/9 

   宮古北高校
10-12 
14-16 

   

4/10 4/11 4/12 4/13 4/14 4/15 4/16 

   宮古北高校
10-12 
14-16 

   

4/17 4/18 4/19 4/20 4/21 4/22 4/23 

   宮古北高校
10-12 
14-16 

   

4/24 4/25 4/26 4/27 4/28 4/29 4/30 

   宮古北高校
10-12 
14-16 

   

※巡回歯科診療車配置場所及び診療時間 

※ 巡回歯科診療車の配置場所及び診療時間については、ニーズ、避難所の状況等に

応じて変更する予定あり。配置場所及び診療時間については、避難所に事前に周知

し、変更がある場合は、あらためて周知することとする。 

（２）口腔ケア対策チーム 

①第１班（大船渡市担当） 

②第２班（陸前高田市担当） 

③第３班（釜石市担当） 

④第４班（大槌町担当） 

⑤第５班（宮古市担当） 

⑥第６班（山田町担当） 

・ ４月１日から各避難所を週１回の頻度で巡回し、口腔ケア等の活動を実施する。 

・ ３月３０日、３１日の２日間に各班の先遣隊（各班２～３名ずつ）が各対象地域の

避難所を巡回し、口腔衛生用品の配布、誤嚥性肺炎防止ポスターの掲示、巡回歯科診

療及び口腔ケアの周知チラシの掲示、各避難所に関する口腔保健状況（口腔衛生用品

の充足度、口腔衛生の阻害要因、口腔衛生行動の状況、飲食の状況、避難者の年齢構

成、要支援者・要介護者の数、口腔ケアの実施状況等）の把握を行う。 
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